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平成16年３月２日（火）

 

号　　外（12）

  目　　　　　次  

告　　　　　示

　○昭和39年８月県告示第707号（山形県財務規則の規定による建設工事請負契約約款、

　　物件売払契約約款及び物件購入契約約款）の一部改正………………………………………（出　納　局）…１

  告　　　　　示  

山形県告示第245号

　昭和39年８月県告示第707号（山形県財務規則の規定による建設工事請負契約約款、物件売払契約約款及び物件購

入契約約款）の一部を次のように改正し、改正後の建設工事請負契約約款の規定は、公布の日以後に締結する契約

に、改正後の物件売払契約約款及び物件購入契約約款の規定は、平成16年４月１日以後に締結する契約に適用す

る。

　　平成16年３月２日

山形県知事　　髙　　　橋　　　和　　　雄

　第１　建設工事請負契約約款の一部を次のように改正する。

　第49条の２第１号中「審決（」を「審決（独占禁止法」に改める。

　別記様式第13号（裏面）中「都道府県紛争審査会」を「都道府県建設工事紛争審査会」に、「公示催告手続及ビ仲

裁手続ニ関スル法律」を「仲裁法」に改める。

　第２　物件売払契約約款の一部を次のように改正する。

　第９条を第10条とし、第８条の次に次の１条を加える。

　（談合等に係る契約解除及び賠償）

第９条　甲は、この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

　 　乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」とい

う。）第48条第４項、第53条の３、第54条又は第54条の２第１項の規定による審決（独占禁止法第54条第３項の

規定による該当する事実がなかつたと認める場合の審決を除く。）を受け、独占禁止法第77条第１項に規定する

期間内に当該審決の取消しの訴えを提起しなかつたとき。

　 　乙が独占禁止法第48条の２第１項の規定による課徴金の納付命令を受け、当該命令が同条第６項の規定によ

り確定した審決とみなされたとき。

　 　乙が第１号に規定する審決の取消しの訴えを提起し、当該訴えについて棄却又は却下の判決が確定したと

き。

　 　乙（法人の場合にあつては、その役員又はその使用人）が刑法（明治40年法律第45号）第96条の３若しくは

第198条又は公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律（平成12年法律第130号）第４条

の規定による刑に処せられたとき。

２　乙は、この契約に関して前項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償金

として、契約金額の100分の10に相当する額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。ただし、甲が特に

認める場合は、この限りでない。

３　この契約の履行の完了後に、乙が第１項各号のいずれかに該当することが明らかになつた場合についても、前

項と同様とする。

４　第２項の規定は、同項の規定に該当する原因となつた違反行為により甲に生じた実際の損害額が同項に規定す

る賠償金の額を超える場合においては、甲がその超える部分に相当する額につき賠償を請求することを妨げるも

のではない。

(毎週火・金曜日発行)
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　第３　物件購入契約約款の一部を次のように改正する。

　第15条を第16条とし、第14条の次に次の１条を加える。

　（談合等に係る契約解除及び賠償）

第15条　甲は、この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

　 　乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」とい

う。）第48条第４項、第53条の３、第54条又は第54条の２第１項の規定による審決（独占禁止法第54条第３項の

規定による該当する事実がなかつたと認める場合の審決を除く。）を受け、独占禁止法第77条第１項に規定する

期間内に当該審決の取消しの訴えを提起しなかつたとき。

　 　乙が独占禁止法第48条の２第１項の規定による課徴金の納付命令を受け、当該命令が同条第６項の規定によ

り確定した審決とみなされたとき。

　 　乙が第１号に規定する審決の取消しの訴えを提起し、当該訴えについて棄却又は却下の判決が確定したと

き。

　 　乙（法人の場合にあつては、その役員又はその使用人）が刑法（明治40年法律第45号）第96条の３若しくは

第198条又は公職にある者等のあっせん行為による利得等の処罰に関する法律（平成12年法律第130号）第４条

の規定による刑に処せられたとき。

２　乙は、この契約に関して前項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除するか否かを問わず、賠償金

として、契約金額（単価契約の場合は、購入予定数量又は購入実績数量のいずれか多い方に契約単価を乗じて得

た金額）の100分の10に相当する額を甲の指定する期間内に支払わなければならない。ただし、甲が特に認める場

合は、この限りでない。

３　この契約の履行の完了後に、乙が第１項各号のいずれかに該当することが明らかになつた場合についても、前

項と同様とする。

４　第２項の規定は、同項の規定に該当する原因となつた違反行為により甲に生じた実際の損害額が同項に規定す

る賠償金の額を超える場合においては、甲がその超える部分に相当する額につき賠償を請求することを妨げるも

のではない。
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